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議 案 第 ４ ０ 号  

令 和 ５ 年 度 能 代 市 水 道 事 業 会 計 予 算  

  （ 総 則 ）  

第 １ 条  令 和 ５ 年 度 能 代 市 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

  （ 業 務 の 予 定 量 ）  

第 ２ 条  業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。  

（ 1） 給 水 戸 数        ２ １ ， ３ １ ０ 戸  

（ 2） 年 間 総 給 水 量     ４ ， ２ ２ ６ ， ６ ４ １ ㎥  

（ 3） 一 日 平 均 給 水 量        １ １ ， ５ ８ ０ ㎥  

（ 4） 主 要 な 建 設 改 良 事 業  配 水 管 等 整 備 事 業 事 業 費    ３ ７ ５ ， ６ ２ ９ 千 円  

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ３ 条  収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。 な お 、 特 別 損 失 中 の 解 体 撤 去 事 業 費 ２ ０ ， ２ ２ ９

千 円 の 財 源 に 充 て る た め 、 企 業 債 ２ ０ ， ２ ０ ０ 千 円 を 借 り 入 れ る 。  

収           入  

第 １ 款  水 道 事 業 収 益     １ ， ２ ３ ４ ， ３ ２ ８ 千 円  

第 １ 項  営 業 収 益      １ ， ０ ０ ６ ， ６ ０ １ 千 円  

第 ２ 項  営 業 外 収 益        ２ ０ ７ ， ５ ２ ６ 千 円  

第 ３ 項  特 別 利 益         ２ ０ ， ２ ０ １ 千 円  

支           出  

第 １ 款  水 道 事 業 費 用     １ ， １ ４ ６ ， ８ ２ ５ 千 円  

第 １ 項  営 業 費 用      １ ， ０ ０ ６ ， ９ ２ ３ 千 円  

第 ２ 項  営 業 外 費 用        １ １ ８ ， ７ ５ ８ 千 円  

第 ３ 項  特 別 損 失         ２ ０ ， ６ ４ ４ 千 円  

第 ４ 項  予 備 費            ５ ０ ０ 千 円  

 （ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し 不 足 す る 額

４ ４ ７ ， ９ ０ １ 千 円 は 、 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 １ ５ ， ４ ５ ７ 千 円 、 過 年 度 分 損 益 勘  

定 留 保 資 金 ２ ７ ９ ，７ ０ ０ 千 円 及 び 当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 １ ５ ２ ，７ ４ ４ 千 円 で 補 て ん す る も の と す る 。）。  
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収           入  

第 １ 款  資 本 的 収 入       ４ ３ ２ ， ７ １ ３ 千 円  

第 １ 項  企 業 債        ２ ０ ４ ， ８ ０ ０ 千 円  

第 ２ 項  他 会 計 補 助 金        １ ２ ７ ， ４ ２ １ 千 円  

第 ３ 項  他 会 計 負 担 金         ２ ３ ， ５ ８ １ 千 円  

第 ４ 項  工 事 負 担 金         ７ ６ ， ９ １ ０ 千 円  

第 ５ 項  固 定 資 産 売 却 代 金              １ 千 円  

支           出  

第 １ 款  資 本 的 支 出       ８ ８ ０ ， ６ １ ４ 千 円  

第 １ 項  建 設 改 良 費        ３ ７ ６ ， ９ ４ ９ 千 円  

第 ２ 項  企 業 債 償 還 金        ５ ０ ３ ， ６ ６ ５ 千 円  

 （ 債 務 負 担 行 為 ）  

第 ５ 条   債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

事    項  期    間  限   度   額  

水 道 料 金 等 徴 収 事 務 業 務 委 託 費  
令 和    年 度  

５   ～  １ ０  
４ ８ ８ ， ９ ５ ３ 千 円  

 （ 企 業 債 ）  

第 ６ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利    率  償    還    の    方    法  

 

解 体 撤 去 事 業  

 

千 円  

20,200 

証 書 借 入 れ 

又は証券発行 
3.00％ 以 内  

（ た だ し 、 利 率 見

直 し 方 式 で 借 り 入

れ る 場 合 、 利 率 の

見 直 し を 行 っ た 後

に お い て は 、 当 該

見 直 し 後 の 利 率 ）  

政 府 資 金 の 場 合 は 、そ の 融 資 条 件 に よ る 。銀 行

そ の 他 の 場 合 は 債 権 者 と 協 議 し て 定 め る 。た だ

し 、企 業 財 政 の 都 合 に よ り 据 置 期 間 及 び 償 還 期

限 を 短 縮 し 、も し く は 繰 上 償 還 又 は 低 利 に 借 換

え す る こ と が で き る 。  

 

配水管等整備事業 

 

204,800 

（ 一 時 借 入 金 ）  

第 ７ 条  一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 ２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。  
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 （ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）  

第 ８ 条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

（ 1） 営 業 費 用 、 営 業 外 費 用 及 び 特 別 損 失 の 間 の 流 用  

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）  

第 ９ 条   次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費

を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。  

（ 1） 職 員 給 与 費         ６ ６ ， ４ ４ ０ 千 円   

 （ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）  

第 １ ０ 条   営 業 補 助 及 び 資 本 的 支 出 の 一 部 に 充 て る た め 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は 、 １ ３ ３ ，

８ ７ １ 千 円 で あ る 。  

 （ た な 卸 資 産 購 入 限 度 額 ）  

第 １ １ 条  た な 卸 資 産 の 購 入 限 度 額 は 、 １ ４ ， ０ ０ ８ 千 円 と 定 め る 。  

 

    令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ８ 日 提 出  

 

                                                                    能 代 市 長   齊  藤  滋  宣   
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議 案 第 ４ １ 号  

令 和 ５ 年 度 能 代 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算  

  （ 総 則 ）  

第 １ 条  令 和 ５ 年 度 能 代 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

  （ 業 務 の 予 定 量 ）  

第 ２ 条  業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。  

（ 1） 給 水 戸 数           ７ ７ ３ 戸  

（ 2） 年 間 総 給 水 量       １ ５ ８ ， １ １ ２ ㎥  

（ 3） 一 日 平 均 給 水 量           ４ ３ ３ ㎥  

（ 4） 主 要 な 建 設 改 良 事 業  地 方 公 営 企 業 法 適 用 事 業 事 業 費    １ ， ３ ５ ３ 千 円  

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ３ 条  収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

収           入  

第 １ 款  簡 易 水 道 事 業 収 益        ４ ０ ， ９ ５ ９ 千 円  

第 １ 項  営 業 収 益         １ ８ ， ４ ０ ６ 千 円  

第 ２ 項  営 業 外 収 益         ２ １ ， ６ ０ ７ 千 円  

第 ３ 項  特 別 利 益            ９ ４ ６ 千 円  

支           出  

第 １ 款  簡 易 水 道 事 業 費 用        ４ １ ， ６ ７ ９ 千 円  

第 １ 項  営 業 費 用         ３ ８ ， ５ ６ ８ 千 円  

第 ２ 項  営 業 外 費 用          ３ ， １ １ １ 千 円  

 （ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

収           入  

第 １ 款  資 本 的 収 入        １ ０ ， ６ ５ ０ 千 円  

第 １ 項  企 業 債          １ ， ３ ０ ０ 千 円  

第 ２ 項  他 会 計 補 助 金          ９ ， ３ ５ ０ 千 円  
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支           出  

第 １ 款  資 本 的 支 出        １ ０ ， ６ ５ ０ 千 円  

第 １ 項  建 設 改 良 費          １ ， ３ ５ ３ 千 円  

第 ２ 項  企 業 債 償 還 金          ９ ， ２ ９ ７ 千 円  

 （ 特 例 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ４ 条 の ２  地 方 公 営 企 業 法 施 行 令 第 ４ 条 第 ４ 項 に よ り 、 当 該 年 度 に 属 す る 債 権 及 び 債 務 と し て 整 理 す る 未 収 金

及 び 未 払 金 の 金 額 は 、 そ れ ぞ れ １ ， ６ ９ ２ 千 円 及 び １ ， ５ ２ ２ 千 円 と す る 。  

 （ 債 務 負 担 行 為 ）  

第 ５ 条   債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

事    項  期    間  限   度   額  

能 代 市 富 根 地 区 簡 易 水 道 事 業 指 定 管 理 料  
令 和    年 度  

５   ～   ７  
２ ７ ， １ ０ ０ 千 円  

能 代 市 仁 鮒 地 区 簡 易 水 道 事 業 指 定 管 理 料   ５   ～   ７  ２ ６ ， ７ ０ ０ 千 円  

（ 企 業 債 ）  

第 ６ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

起 債 の 目 的  限 度 額 起 債 の 方 法 利     率  償    還    の    方    法  

 

地 方 公 営 企 業 法

適 用 事 業  

千 円  

1,300 

証 書 借 入 れ 

又は証券発行 
3.00％ 以 内  

（ た だ し 、 利 率 見

直 し 方 式 で 借 り 入

れ る 場 合 、 利 率 の

見 直 し を 行 っ た 後

に お い て は 、 当 該

見 直 し 後 の 利 率 ）  

政 府 資 金 の 場 合 は 、そ の 融 資 条 件 に よ る 。銀 行

そ の 他 の 場 合 は 債 権 者 と 協 議 し て 定 め る 。た だ

し 、企 業 財 政 の 都 合 に よ り 据 置 期 間 及 び 償 還 期

限 を 短 縮 し 、も し く は 繰 上 償 還 又 は 低 利 に 借 換

え す る こ と が で き る 。  

（ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）  

第 ７ 条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

（ 1）  営 業 費 用 、 営 業 外 費 用 及 び 特 別 損 失 の 間 の 流 用  
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（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）  

第 ８ 条   次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費

を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。  

（ 1） 職 員 給 与 費           ３ ， ０ ３ １ 千 円   

 （ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）  

第 ９ 条   営 業 補 助 及 び 資 本 的 支 出 の 一 部 に 充 て る た め 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は 、 １ ６ ， ７ ８

１ 千 円 で あ る 。  

 

    令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ８ 日 提 出  

 

                                                                    能 代 市 長   齊  藤  滋  宣   
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-    -8



- 9 - 

 

議 案 第 ４ ２ 号  

令 和 ５ 年 度 能 代 市 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算  

  （ 総 則 ）  

第 １ 条  令 和 ５ 年 度 能 代 市 工 業 用 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

  （ 業 務 の 予 定 量 ）  

第 ２ 条  業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。  

（ 1） 主 要 な 建 設 改 良 事 業  工 業 用 水 道 施 設 整 備 事 業 事 業 費    ３ ３ ５ ， ８ ４ ４ 千 円  

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ３ 条  収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

収           入  

第 １ 款  工 業 用 水 道 事 業 収 益        ３ ０ ， ３ ６ １ 千 円  

第 １ 項  営 業 外 収 益         ３ ０ ， ３ ６ １ 千 円  

支           出  

第 １ 款  工 業 用 水 道 事 業 費 用         ６ ， １ ５ ５ 千 円  

第 １ 項  営 業 費 用          ５ ， １ ２ ２ 千 円  

第 ２ 項  営 業 外 費 用          １ ， ０ ３ ３ 千 円  

 （ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

収           入  

第 １ 款  資 本 的 収 入       ３ ３ ５ ， ８ ４ ４ 千 円  

第 １ 項  企 業 債        ３ ２ ７ ， ０ ０ ０ 千 円  

第 ２ 項  他 会 計 補 助 金          ８ ， ８ ４ ４ 千 円  

支           出  

第 １ 款  資 本 的 支 出       ３ ３ ５ ， ８ ４ ４ 千 円  

第 １ 項  建 設 改 良 費        ３ ３ ５ ， ８ ４ ４ 千 円  
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（ 企 業 債 ）  

第 ５ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利     率  償    還    の    方    法  

 
工 業 用 水 道 施 設
整 備 事 業  

千 円  
  327,000 

証 書 借 入 れ 
又は証券発行 

3.00％ 以 内  
（ただし、利率見 
直し方式で借り入 
れる場合、利率の 
見直しを行った後 
においては、当該 
見直し後の利率） 

政府資金の場合は、その融資条件による。銀行
その他の場合は債権者と協議して定める。ただ
し、企業財政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し、もしくは繰上償還又は低利に借換
えすることができる。  

（ 一 時 借 入 金 ）  

第 ６ 条  一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 ２ ３ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。  

 （ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）  

第 ７ 条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

（ 1） 営 業 費 用 及 び 営 業 外 費 用 の 間 の 流 用  

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）  

第 ８ 条   次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費

を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。  

（ 1） 職 員 給 与 費          ９ ， ２ ６ ５ 千 円   

 （ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）  

第 ９ 条   営 業 補 助 及 び 資 本 的 支 出 の 一 部 に 充 て る た め 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は 、 １ ４ ， ９ ９

９ 千 円 で あ る 。  

（ 重 要 な 資 産 の 取 得 ）  

第 １ ０ 条   重 要 な 資 産 の 取 得 は 、 次 の と お り と す る 。  

種  類  名  称  所  在  地  数  量  

土 地  工 業 用 水 道 用 地  
能 代 市 鰄 渕 字 亥 ノ 台 2-118の 一 部 及 び  
能 代 市 扇 田 字 柑 子 畑 1-45の 一 部  

５ ， ６ ７ ４ ． ０ ０ ㎡  
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    令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ８ 日 提 出  

 

                                                                    能 代 市 長   齊  藤  滋  宣   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-    -11



- 12 - 

 

 

 

-    -12



-    -13



-    -14



-    -15



-    -16



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水 道 事 業 会 計 予 算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





収　　　入

������� �　　　　　�

��水 � � 業 収 益 1,234,328

��営 業 収 益 1,006,601

��給 水 収 益 957,295 水���及び������

��そ の 他 営 業 収 益 49,306 �水�����収��受�収入�

��営 業 外 収 益 207,526

��受 取 利 息 1

��他 � � � � � 6,450 �������

��� � � 受 � � 入 199,889

��� 収 益 1,186 ��������

��特 別 利 益 20,201

������益��益 1

��そ の 他 特 別 利 益 20,200 �営�業������

�����　���水��業��������

収益的収入及び支出

款 � 目

- 17 -
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支　　　出

������� �　　　　　�

��� � � � � � 1,146,825

��� � � � 1,006,923

��� � � � � � � 238,997 ����������������

��� � � � � � � 110,809 ������������������

��� � � 119,102 �������������

��� � � 35,676 ������������

��� � � � � 490,122

��� � � � � 12,216

��� � � � � � � 1

��� � � � � 118,758

��支 払 利 息 78,185 ���利息������利息

��� � � 32,264

��� 支 出 8,309

��特 別 損 失 20,644

�����損���損 300 �����������

��� � � � � � � 20,229 ����������������������

��� � � � � 115 �����������������

��� � � 500

��� � � 500

- 18 -

款 � 目
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収　　　入

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 収 入 432,713

１．企 業 債 204,800

１．企 業 債 204,800

２．他 会 計 補 助 金 127,421

１．他 会 計 補 助 金 127,421 一般会計補助金

３．他 会 計 負 担 金 23,581

１．他 会 計 負 担 金 23,581 消火栓施設工事一般会計負担金

４．工 事 負 担 金 76,910

１．工 事 負 担 金 76,910 配水管移設工事負担金

５．固定資産売却代金 1

１．固定資産売却代金 1

- 19 -

資本的収入及び支出

款 項 目
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支　　　出

������� �　　　　　�

��� � � 支 出 880,614

��� � � � � 376,949

��� � � 375,629 ��������������

��� � � � � � 1,320 �����

��� � � � � � 503,665

��� � � � � � 503,665 ��������

- 20 -

款 � 目
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（単位　円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 52,028,000
減価償却費 490,122,000
賞与引当金の増減額（△は減少） 256,000
長期前受金戻入額 △ 199,889,000
受取利息及び受取配当金 △ 1,000
支払利息 78,185,000
固定資産除却損 12,032,000
未収金の増減額（△は増加） △ 79,069,000
貯蔵品の増減額（△は増加） 9,239,000
その他の流動資産の増減額（△は増加） 0
未払金の増減額（△は減少） △ 1,946,000
その他の流動負債の増減額（△は減少） 0
小計 360,957,000
利息及び配当金の受取額 1,000
利息の支払額 △ 78,185,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 282,773,000

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 345,417,000
有形固定資産の売却による収入 1,000
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 100,491,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 244,925,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 204,800,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 492,365,000
その他の企業債による収入 20,200,000
その他の企業債の償還による支出 △ 11,300,000
他会計等からの出資による収入 127,421,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 151,244,000

Ⅳ　資金増加（減少）額 △ 113,396,000
Ⅴ　資金期首残高 443,383,967
Ⅵ　資金期末残高 329,987,967

令和５年度　能代市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

- 21 --    -21



（単位　千円）

本年度 0 人 9 人

前年度 0 9

比 較 0 0

手当の

内 訳

前 年 度 9 12,869 539 19,946

比 較 0 △576 △41 △816

本 年 度 9 12,293 498 19,130

△254 546 △138 △56 20

管 理 職 員

△77 △240

区　　分 期末勤勉手当 寒冷地手当 計

比 較

特別勤務手当

本 年 度 1,131 1,155 135 470 825

前 年 度 1,385 609 273 526 805

71,523

△2,553 △2,530 △5,083

休日勤務手当
時 間 外

勤 務 手 当
管理職手当

　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   0人

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当

0 △1,737 △816

職員数9人の内訳

　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   9人

（ 0）

（ 0）

職員数0人の内訳

0 34,690 19,946 54,636 16,887

計

職員数9人の内訳

0 32,953 19,130 52,083 14,357 66,440
　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   9人

2,253 361

2,330 601

- 22 -

給　与　費　明　細　書

１．総　　括　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

（ 0）

法定福利費 合 　計 備 考
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手    当

-    -22



������手当の���の�� ���　���

区　　分 � �

�　　�　� △1�737 �������分 537

� の � の � � 分 △2�274 ���

手�������当 △816 � の � の � � 分 △816 ��手当 △254

住居手当 546

�勤手当 △138

特殊勤務手当 △56

���手当 20

��外勤務手当 △77

休日勤務手当 △240

期末勤勉手当 △576

寒冷地手当 △41

-23-

����� � � � � � � � � �

会
�
年
度
任
�
�
員
以
外
の
�
員

（単位　千円）

本年度 0 人 9 人

前年度 0 9

比 較 0 0

手当の

内 訳

前 年 度 9 12,869 539 19,946

比 較 0 △576 △41 △816

本 年 度 9 12,293 498 19,130

△254 546 △138 △56 20

管 理 職 員

△77 △240

区　　分 期末勤勉手当 寒冷地手当 計

比 較

特別勤務手当

本 年 度 1,131 1,155 135 470 825

前 年 度 1,385 609 273 526 805

71,523

△2,553 △2,530 △5,083

休日勤務手当
時 間 外

勤 務 手 当
管理職手当

　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   0人

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当

0 △1,737 △816

職員数9人の内訳

　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   9人

（ 0）

（ 0）

職員数0人の内訳

0 34,690 19,946 54,636 16,887

計

職員数9人の内訳

0 32,953 19,130 52,083 14,357 66,440
　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   9人

2,253 361

2,330 601

- 22 -

給　与　費　明　細　書

１．総　　括　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

（ 0）

法定福利費 合 　計 備 考
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手    当
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��������の��

���職員�人����� ����　　任　　�

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

���級�職員数

人 � 人 �

�級�の�����職務�

� 級 � 級 � 級 � 級 � 級 � 級

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

区 分 � 級

計 9 100.0 計 9 100.0

�　級 �　級

����������

1 11.1

�　級 1

11.1 �　級 1 11.1

1 11.1 �　級

4 44.4

11.1 �　級 1 11.1

�　級 2 22.2

����������

�　級

�　級

�　級 1 11.2 �　級

1 11.1

�　級 3 33.3 �　級

1 11.2

�　級 1

����������

������ 346,528 305,362

������ 405,179

区        分
行　 　　　政 　　　　職

区        分
級 職 員 数 構 成 比

� � � � 46.6 34.8
大　学　卒

級 職 員 数 構 成 比

336,193

� � � � 45.0 39.0

円183,548 円 183,548

行　 　　　政 　　　　職

�行政職� 行　政　職

円 151,714 円
������ 395,815 316,143����������

������ 351,570 271,030
�　�　卒 151,714

- 24 -

区 分
事　　務 技　　術

区　　　分 行　政　職
一般会計の制度

�行政職�
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��������の��

���職員�人����� ����　　任　　�

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

���級�職員数

人 � 人 �

�級�の�����職務�

� 級 � 級 � 級 � 級 � 級 � 級

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

区 分 � 級

計 9 100.0 計 9 100.0

�　級 �　級

����������

1 11.1

�　級 1

11.1 �　級 1 11.1

1 11.1 �　級

4 44.4

11.1 �　級 1 11.1

�　級 2 22.2

����������

�　級

�　級

�　級 1 11.2 �　級

1 11.1

�　級 3 33.3 �　級

1 11.2

�　級 1

����������

������ 346,528 305,362

������ 405,179

区        分
行　 　　　政 　　　　職

区        分
級 職 員 数 構 成 比

� � � � 46.6 34.8
大　学　卒

級 職 員 数 構 成 比

336,193

� � � � 45.0 39.0

円183,548 円 183,548

行　 　　　政 　　　　職

�行政職� 行　政　職

円 151,714 円
������ 395,815 316,143����������

������ 351,570 271,030
�　�　卒 151,714

- 24 -

区 分
事　　務 技　　術

区　　　分 行　政　職
一般会計の制度

�行政職�

���昇　給

職　員　数 職　員　数

昇給に係る職員数 昇給に係る職員数

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�　�������� �　��������

���特殊勤務手当

給���に��る�� ���

�給��職員の������年������� ���

�給��職員��当�����給�� ���

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

70.0

行　　　　　　　　政　　　　　　　　職

1.4

���

��� ���

��� 1 ��� 1

��� 8 ��� 8

本
　
　
　
年
　
　
　
度

���

号給数別内訳

���

号給数別内訳

��� ���

��� 9

前
　
　
　
年
　
　
　
度

���

100.0

���

��� ���

��� 100.0 ���

9 ��� ������ ��� 9

区　　　　　　　　　　　分 行　政　職 区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

9

- 25 -

5,593

企　業　手　当
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���期�手当�勤�手当

����の�の手当

������分 ������分

������分 ������分 有������分

- 26 -

有

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支　給　率　計
�制�の�����の
級等による加算措置

備　　　考
�　　� ��　�

本 年 度

同　じ

住　居　手　当 同　じ

有一 般 会 計 の 制 度 ������分 ������分 ������分

� 年 度 ������分

通　勤　手　当 同　じ

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

�　�　手　当

-    -26



���期�手当�勤�手当

����の�の手当

������分 ������分

������分 ������分 有������分

- 26 -

有

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支　給　率　計
�制�の�����の
級等による加算措置

備　　　考
�　　� ��　�

本 年 度

同　じ

住　居　手　当 同　じ

有一 般 会 計 の 制 度 ������分 ������分 ������分

� 年 度 ������分

通　勤　手　当 同　じ

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

�　�　手　当

（単位　千円）

- 27 -

　 期　間 金　額    期　間 金　額 国庫補助金 企業債

42,570 42,570
水道料金等徴収システム更新業
務

42,570
 令和　年度  令和　年度

  ５ ～ ９

事　　　　　項

債務負担行為に関する調書

左の財源内訳

その他

限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

  ５ ～ ９

  ５ ～１０

637,167 637,167

488,953 488,953

浄水場等運転管理業務 637,167 ４

水道料金等徴収事務業務委託費 488,953
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������

���������

(1)

�� 185,556,080

�� 721,985,239

△ 327,466,582 394,518,657

�� 19,910,330,969

△ 8,565,569,802 11,344,761,167

�� 3,072,698,727

△ 2,368,207,767 704,490,960

�� 12,853,996

△ 12,211,876 642,120

�� 144,544,799

△ 106,606,874 37,937,925

�� 19,802,000

12,687,708,909

(2)

�� 581,600

�� 12,647,858

△ 10,360,338 2,287,520 

2,869,120

12,690,578,029

土 地

� � � � � � � �

建 物

� � � � � � �

構 築 物

� � � � � � �

� � � � � �

� � � � � � �

- 28 -

�������������������������

�����������

�������������

� � � � � �

� � � � 具

� � � � � � �

工 具 器 具 備 品

� � � � � � �

建 � � � �

� � � � � �

� � � � 権

橋 り ょ う 利 用 権

橋りょう利用権�������

� � � � � � � �

� � � � � �

-    -28



２．流　動　資　産

(1) 329,987,967

(2)

イ． 72,522,100

ロ． 234,425,000

ハ． 0

306,947,100

(3) △ 1,622,699 

(4)

イ． 6,553,160

ロ． 5,784,825

12,337,985 

(5)

イ． 8,681,231

8,681,231 

656,331,584

13,346,909,613

３．固　定　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 4,746,358,857

ロ． 103,640,000

4,849,998,857

4,849,998,857

そ の 他 未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

材 料

量 水 器

貯 蔵 品 合 計

未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金

営 業 外 未 収 金

現 金 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 資 産 合 計

- 29 -

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計
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４．流　動　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 467,694,000

ロ． 11,300,000

478,994,000

(2)

イ． 32,816,197

ロ． 8,065,000

ハ． 0

40,881,197

(3) 5,258,000

(4)

イ． 47,614,987

47,614,987

572,748,184

５．繰　延　収　益

(1) 6,179,196,900

(2) △ 3,256,833,596 

2,922,363,304

8,345,110,345

６．資　　本　　金

(1)

イ． 15,512,546

ロ． 2,392,360,541

ハ． 2,541,898,181

そ の 他 未 払 金

長 期 前 受 金

未 払 金 合 計

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

自 己 資 本 金

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

営 業 未 払 金

未 払 い 消 費 税

そ の 他 の 企 業 債

- 30 -

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金
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４．流　動　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 467,694,000

ロ． 11,300,000

478,994,000

(2)

イ． 32,816,197

ロ． 8,065,000

ハ． 0

40,881,197

(3) 5,258,000

(4)

イ． 47,614,987

47,614,987

572,748,184

５．繰　延　収　益

(1) 6,179,196,900

(2) △ 3,256,833,596 

2,922,363,304

8,345,110,345

６．資　　本　　金

(1)

イ． 15,512,546

ロ． 2,392,360,541

ハ． 2,541,898,181

そ の 他 未 払 金

長 期 前 受 金

未 払 金 合 計

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

自 己 資 本 金

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

営 業 未 払 金

未 払 い 消 費 税

そ の 他 の 企 業 債

- 30 -

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

4,949,771,268

4,949,771,268

７．剰　　余　　金

(1)

イ． 0

0 

52,028,000 

52,028,000 

52,028,000 

5,001,799,268

13,346,909,613

当年度未処分利益剰余金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

- 31 -

利 益 剰 余 金

繰越利益剰余金年度末残高

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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������

�� ��������

��� � � � � 879,230,000

��� � � � � � � 0

��� � � � � � � � � 41,216,000 920,446,000

�� ��������

��� � � � � � � � 193,808,000

��� � � � � � � � 99,324,000

��� � � � 103,998,000

��� � � � 33,645,000

��� � � � � � 0

��� � � � � � 514,379,000

��� � � � � � 6,679,000

��� � � � � � � � � 1,000 951,834,000

� � � � △ 31,388,000

�� ���������

��� � � � � 1,000

��� � � � � � � 6,768,000

��� � � � � � � � 212,201,000

��� � � � 1,119,000 220,089,000

�� ���������

��� � � � � 84,760,000

��� � � � 2,000 84,762,000 135,327,000

� � � � 103,939,000
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�����������������������
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�� ��������

��� � � � � � � � � 11,000

�� ��������

��� � � � � � � � � 360,000

��� � � � � � � � 21,363,000

��� � � � � � 261,000 21,984,000 △ 21,973,000

�� ���

��� � � � 500,000 △ 500,000

� � � � � � 81,466,000

���������� 0

����������� 81,466,000
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������

�� ��������

��� � � � � 879,230,000

��� � � � � � � 0

��� � � � � � � � � 41,216,000 920,446,000

�� ��������

��� � � � � � � � 193,808,000

��� � � � � � � � 99,324,000

��� � � � 103,998,000

��� � � � 33,645,000

��� � � � � � 0

��� � � � � � 514,379,000

��� � � � � � 6,679,000

��� � � � � � � � � 1,000 951,834,000

� � � � △ 31,388,000

�� ���������

��� � � � � 1,000

��� � � � � � � 6,768,000

��� � � � � � � � 212,201,000

��� � � � 1,119,000 220,089,000

�� ���������

��� � � � � 84,760,000

��� � � � 2,000 84,762,000 135,327,000

� � � � 103,939,000

- 32 -

�������������������������

�����������������������
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������

���������

(1)

�� 185,556,080

�� 721,985,239

△ 313,401,582 408,583,657

�� 19,590,094,969

△ 8,159,624,802 11,430,470,167

�� 3,081,466,727

△ 2,302,552,767 778,913,960

�� 12,853,996

△ 11,568,876 1,285,120

�� 132,248,799

△ 103,099,874 29,148,925

�� 10,182,000

12,844,139,909

(2)

�� 581,600

�� 12,647,858

△ 10,053,338 2,594,520 

3,176,120

12,847,316,029

橋 り ょ う 利 用 権

橋りょう利用権�������

� � � � � � � �

� � � � � �

� � � � � � �

建 � � � �

� � � � � � � �

� � � � � �

� � � � 権

� � � � � �

� � � � � � �

� � � � 具

� � � � � � �

工 具 器 具 備 品

土 地

建 物

� � � � � � �

構 築 物

� � � � � � �
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�������������������������

�����������

�������������

� � � � � �
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���������

(1) 443,383,967

(2)

�� 73,269,100

�� 154,609,000

�� 0

227,878,100

(3) △ 1,622,699 

(4)

�� 11,475,160

�� 10,101,825

21,576,985 

(5)

�� 8,681,231

8,681,231 

699,897,584

13,547,213,613

��������債

(1)

�������の��������の企業債 5,009,252,857

�� 94,740,000

5,103,992,857

5,103,992,857

- 35 -

����債���の����

� � �

� � � � �

そ の 他 � � � �

� � �

そ の 他 � � � � � �

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � � 債 � �

� � � � � �

� � � �

そ の 他 � � �

� � � � �

� � � � �

� � �

材 料

� � � �

� � �

� 業 � � �

� 業 � � � �
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��������債

(1)

�������の��������の企業債 492,365,000

�� 11,300,000

503,665,000

(2)

�� 31,157,197

�� 11,670,000

�� 0

42,827,197

(3) 5,002,000

(4)

�� 47,614,987

47,614,987

599,109,184

���������

(1) 6,078,705,900

(2) △ 3,083,700,596 

2,995,005,304

8,698,107,345

���������

(1)

�� 15,512,546

�� 2,291,695,541

�� 2,460,432,181

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � � �

� 債 � �

��������の����

� � �

そ の 他 � � � 債 � �

� � � 債 � �

� � � � �

�����������

� � � � � �

そ の 他 � � �

� � � � �

� � �

そ の 他 � � � 債

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � �

� 業 � � �
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��������債

(1)

�������の��������の企業債 492,365,000

�� 11,300,000

503,665,000

(2)

�� 31,157,197

�� 11,670,000

�� 0

42,827,197

(3) 5,002,000

(4)

�� 47,614,987

47,614,987

599,109,184

���������

(1) 6,078,705,900

(2) △ 3,083,700,596 

2,995,005,304

8,698,107,345

���������

(1)

�� 15,512,546

�� 2,291,695,541

�� 2,460,432,181

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � � �

� 債 � �

��������の����

� � �

そ の 他 � � � 債 � �

� � � 債 � �

� � � � �

�����������

� � � � � �

そ の 他 � � �

� � � � �

� � �

そ の 他 � � � 債

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � �

� 業 � � �

- 36 -

4,767,640,268

4,767,640,268

���������

(1)

�� 0

�� 0 

0 

81,466,000

81,466,000

81,466,000

4,849,106,268

13,547,213,613

� � � � �

�����������
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������������

� � � � � �

� � � � � � �

� � � � �

� � � �

� � � � � �

� � � � � � � � �

� � � � �

� � � � � � �
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 ��������

� �������������������������

� ����������������������

� �����������������������

� ������������� ����������

� ���������

� ����������������

�� ����������

� ����������������

����������

   �����������������������������������������������������

 �������������������

��������

   �����������������������������������������������������

 ����������������������������

�3������

� �����������������������������������������������������

 ��������������
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Ⅲ． セグメント情報

１ 　報告セグメントの概要

　能代地区の給水区域において水道水を供給する水道事業（能代地区）及び旧二ツ井・荷上場地区簡易水道において水道水を

供給する水道事業（二ツ井・荷上場地区）の２つを報告セグメントとしている。

２  報告セグメントごとの営業収益等

　（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

（単位　千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計補助金

減価償却費

支払利息

特別利益

特別損失

有形固定資産および

無形固定資産の増加額

△ 10,397

7,345

71,521 6,664 78,185

△ 123,809 △ 32,929 △ 156,738

20,201 0 20,201

18,733 46 18,779

水道事業
（能代地区）

水道事業
（二ツ井・荷上場地区）

合　　計

866,623 48,914 915,537

877,020 88,145 965,165

△ 39,231 △ 49,628

68,462 2,844 71,306

11,739,951 1,606,958 13,346,909

6,876,780 1,468,330 8,345,110

126,526 133,871

436,608 53,514 490,122

- 39 -
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収　　　入

予定額（千円） 備　　　　　考

１．簡易水道事業収益 40,959

１．営 業 収 益 18,406

１．給 水 収 益 18,329 水道料金及び消費税相当額

�．そ の 他 営 業 収 益 77 新規加入手数料

�．営 業 外 収 益 21,607

１．受 取 利 息 1

�．他 会 計 補 助 金 7,431 一般会計補助金

�．長 期 前 受 金 戻 入 14,174

�．雑 収 益 1

�．特 別 利 益 946

１．過年度損益修正益 946 過年度分消費税還付金

���年度　���簡易水道事業会計予���計�

収益的収入及び支出

款 項 目

- 41 -
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．簡易水道事業費用 41,679

１．営 業 費 用 38,568

１．原 水 及 び 浄 水 費 17,918 指定管理料、保険料

２．配 水 及 び 給 水 費 28 賃借料、保険料

３．総 係 費 5,158 人件費、賃借料等

４．減 価 償 却 費 15,464

２．営 業 外 費 用 3,111

１．支 払 利 息 2,958 企業債利息

２．消 費 税 153

- 42 -
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．簡易水道事業費用 41,679

１．営 業 費 用 38,568

１．原 水 及 び 浄 水 費 17,918 指定管理料、保険料

２．配 水 及 び 給 水 費 28 賃借料、保険料

３．総 係 費 5,158 人件費、賃借料等

４．減 価 償 却 費 15,464

２．営 業 外 費 用 3,111

１．支 払 利 息 2,958 企業債利息

２．消 費 税 153

- 42 -

款 項 目

収　　　入

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 収 入 10,650

１．企 業 債 1,300

１．企 業 債 1,300

�．他 会 計 補 助 金 9,350

１．他 会 計 補 助 金 9,350 一般会計補助金

支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 支 出 10,650

１．建 設 改 良 費 1,353

１．建 設 費 1,353 委託料

�．企 業 債 償 還 金 9,297

１．企 業 債 償 還 金 9,297 企業債元金償還金

項 目

款 項 目

資本的収入及び支出

- 43 -
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���　��

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 △ 412,000
減価償却費 15,463,696
������入� △ 14,173,793
�取利息���取�当� △ 1,000
支払利息 2,958,000
�収�の�減��△���� △ 234,971
�払�の�減��△�減�� 921,510
小計 4,521,442
利息���当�の�取� 1,000
利息の支払� △ 2,958,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 1,564,442

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 0
無形固定資産の取得による支出 △ 1,230,000
有形固定資産の売却による収入 0
�����等による収入 0
��会計��他の��会計からの�入�による収入 9,350,000
投資活動によるキャッシュ・フロー 8,120,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償�による支出 △ 9,297,000
その他の企業債による収入 1,300,000
その他の企業債の償�による支出 0
他会計等からの出資による収入 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,997,000

�　資����減��� 1,687,442
�　資����� 8,078,000
�　資����� 9,765,442

���年度　��������業�定キャッシュ・フロー計��

����年����から���年��������

- 44 -
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���　��

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 △ 412,000
減価償却費 15,463,696
������入� △ 14,173,793
�取利息���取�当� △ 1,000
支払利息 2,958,000
�収�の�減��△���� △ 234,971
�払�の�減��△�減�� 921,510
小計 4,521,442
利息���当�の�取� 1,000
利息の支払� △ 2,958,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 1,564,442

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 0
無形固定資産の取得による支出 △ 1,230,000
有形固定資産の売却による収入 0
�����等による収入 0
��会計��他の��会計からの�入�による収入 9,350,000
投資活動によるキャッシュ・フロー 8,120,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償�による支出 △ 9,297,000
その他の企業債による収入 1,300,000
その他の企業債の償�による支出 0
他会計等からの出資による収入 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,997,000

�　資����減��� 1,687,442
�　資����� 8,078,000
�　資����� 9,765,442

���年度　��������業�定キャッシュ・フロー計��

����年����から���年��������

- 44 -

（単位　千円）

本年度 0 人 1 人

前年度 － －

比 較 0 1

手当の

内 訳

-45-

0 0

－ －

給　与　費　明　細　書

１．総　　括　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

（ 0）

法定福利費 合 　計 備 考
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手    当 計

職員数1人の内訳

0 1,365 1,053 2,418 613 3,031
　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   1人

職員数の内訳

　再任用職員　 　　 　 －
　上記以外の職員  　 　－

（ 0）

（ 0）

職員数1人の内訳

－ － － － － －

2,418 613 3,031
　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   1人

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当

0 1,365 1,053

休日勤務手当
時 間 外

勤 務 手 当

管 理 職 員

特別勤務手当

本 年 度 60 0 0 95 0

前 年 度 － － － － －

60 0 0 95 0 0 0

区　　分 寒冷地手当 計

比 較

期末勤勉手当

本 年 度 827 71 1,053

前 年 度 － － －

比 較 827 71 1,053
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２．給料及び手当の増減額の明細 （単位　千円）

区　　分 備 考

給　　 　料 1,365 昇給に伴う増加分 0

そ の 他 の 増 減 分 1,365 異動等

手       当 1,053 そ の 他 の 増 減 分 1,053 扶養手当 60

管理職手当 95

期末勤勉手当 827

寒冷地手当 71

- 46 -

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

会
計
年
度
任
用
職
員
以
外
の
職
員
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��給料���当の��

（１）職員１人当たり給与 （２）初　　任　　給

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（�）級別職員数

人 ％ 人 ％

（級別の基準となる職務）

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

区 分 １ 級

－

２　級

100.0

２ 級 � 級 � 級 � 級 � 級 � 級

－ －

－ －

－ －�　級 �　級

－

１　級

- 47 -

計 1 100.0 計 － －

���年�月１���

－

－ －

－ －

�　級 1

�　級

－

���年�月１���

平均給料月額 － －

平均給与月額 －

区        分
行　 　　　政 　　　　職

区        分
級 職 員 数 構 成 比

���年�月１���

１　級

�　級

�　級

52.0 －
大　学　卒

級

�　級

�　級 �　級

�　級

２　級

職 員 数 構 成 比

－

平 均 年 齢 － －

円183,548 円 183,548

行　 　　　政 　　　　職

行　政　職
一般会計の制度

（行政職） （行政職） 行　政　職

円 151,714 円
平均給与月額 379,955

区 分
事　　務 技　　術

区　　　分

－���年�月１���

平均給料月額 341,155 －
高　校　卒 151,714

平 均 年 齢
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（�）昇　給

職　員　数 職　員　数

昇給に係る職員数 昇給に係る職員数

１号給 １号給

２号給 ２号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�　率（�）�（�） �　率（�）�（�）

（�）期�手当�勤�手当

（�）�の�の手当

－

－

－

－

（人）

（人） （人）

（人） （人）

（人） 1 （人）

（人）

号給数別内訳

－

－

（％） 100.0 （％）

1 （�） （人）

（人） （人）

- 48 -

区　　　　　　　　　　　分 行　政　職 区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
�　　月 １２　月

本 年 度

同　じ

住　居　手　当 同　じ

通　勤　手　当 同　じ

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当

２．１００月分 �．２００月分

２．１�０月分 �．�００月分 有２．１�０月分

有

－

有一 般 会 計 の 制 度 ２．１�０月分 ２．１�０月分 �．�００月分

前 年 度 ２．１００月分

本
　
　
　
年
　
　
　
度

（�）

号給数別内訳

（�） （人）

－

－

（人） 1

前
　
　
　
年
　
　
　
度

（�） （人）

（人） （人）
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（�）昇　給

職　員　数 職　員　数

昇給に係る職員数 昇給に係る職員数

１号給 １号給

２号給 ２号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�　率（�）�（�） �　率（�）�（�）

（�）期�手当�勤�手当

（�）�の�の手当

－

－

－

－

（人）

（人） （人）

（人） （人）

（人） 1 （人）

（人）

号給数別内訳

－

－

（％） 100.0 （％）

1 （�） （人）

（人） （人）

- 48 -

区　　　　　　　　　　　分 行　政　職 区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
�　　月 １２　月

本 年 度

同　じ

住　居　手　当 同　じ

通　勤　手　当 同　じ

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当

２．１００月分 �．２００月分

２．１�０月分 �．�００月分 有２．１�０月分

有

－

有一 般 会 計 の 制 度 ２．１�０月分 ２．１�０月分 �．�００月分

前 年 度 ２．１００月分

本
　
　
　
年
　
　
　
度

（�）

号給数別内訳

（�） （人）

－

－

（人） 1

前
　
　
　
年
　
　
　
度

（�） （人）

（人） （人）

��年度� � 年 度 � � � 年 度 ��年度� �年度�� ���の�

� � � � � の � � の � � ��の�� � � �����

年度 年 � � � � � � ����� � � � � � � � � � � � �

令和 �� �� �� �� �� �� �� �� �� �

� 5,801 5,800 1 4,961 4,961 34.4

年度

令和

� 7,048 7,000 48 7,048 7,048 48.9

年度

令和

� 1,575 1,500 75 2,415 2,415 16.7

年度

� 14,424 14,300 124 4,961 7,048 2,415 14,424 100.0

- 49 -

�������の��年度���の�����年度���の��������
の�������年度��の����������の�����������

� � � �

その他

� � � の � � � �

�������������
�����������

����� ���

������ ������
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（単位　千円）

26,700 26,700
能代市仁鮒地区簡易水道事業
指定管理料

26,700   ５ ～ ７

- 50 -

事　　　　　項

債務負担行為に関する調書

左の財源内訳

その他

限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

　 期　間 金　額    期　間 金　額 国庫補助金 企業債

27,100 27,100
能代市富根地区簡易水道事業
指定管理料

27,100
 令和　年度  令和　年度

  ５ ～ ７
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（単位　千円）

26,700 26,700
能代市仁鮒地区簡易水道事業
指定管理料

26,700   ５ ～ ７

- 50 -

事　　　　　項

債務負担行為に関する調書

左の財源内訳

その他

限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

　 期　間 金　額    期　間 金　額 国庫補助金 企業債

27,100 27,100
能代市富根地区簡易水道事業
指定管理料

27,100
 令和　年度  令和　年度

  ５ ～ ７

（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 1,387,346

ロ． 11,165,272

△ 757,838 10,407,434

ハ． 277,514,350

△ 11,990,188 265,524,162

ニ． 17,921,844

△ 2,715,670 15,206,174

ホ． 0

0 0

ヘ． 0

0 0

ト． 0

292,525,116

(2)

イ． 0

ロ． 1,230,000

1,230,000

293,755,116

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

- 51 -

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

土 地

令和５年度　能代市簡易水道事業予定貸借対照表（当年度）

（令和６年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

-    -51



���������

(1) 9,765,442

(2)

�� 1,649,610

�� 0

�� 277,361

1,926,971

(3) 0 

(4)

�� 0

�� 0

0 

(5)

�� 0

0 

11,692,413

305,447,529

��������債

(1)

�������の��������の企業債 132,088,719

�� 1,300,000

133,388,719

133,388,719

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � � 債 � �

����債���の����

� � � � �

� � � � �

� � �

材 料

� � �

� � � � �

そ の 他 � � � �

� � �

そ の 他 � � � � � �

� � � � � �

� � � �

そ の 他 � � �

- 52 -

� � � �

� � �

� 業 � � �

� 業 � � � �
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���������

(1) 9,765,442

(2)

�� 1,649,610

�� 0

�� 277,361

1,926,971

(3) 0 

(4)

�� 0

�� 0

0 

(5)

�� 0

0 

11,692,413

305,447,529

��������債

(1)

�������の��������の企業債 132,088,719

�� 1,300,000

133,388,719

133,388,719

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � � 債 � �

����債���の����

� � � � �

� � � � �

� � �

材 料

� � �

� � � � �

そ の 他 � � � �

� � �

そ の 他 � � � � � �

� � � � � �

� � � �

そ の 他 � � �
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� � � �

� � �

� 業 � � �

� 業 � � � �

４．流　動　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 10,099,403

ロ． 0

10,099,403

(2)

イ． 2,443,510

ロ． 0

ハ． 0

2,443,510

(3) 0

(4)

イ． 0

0

12,542,913

５．繰　延　収　益

(1) 190,956,251

(2) △ 14,173,793 

176,782,458

322,714,090

６．資　　本　　金

(1)

イ． 0

ロ． 0

ハ． 0

未 払 い 消 費 税

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

営 業 未 払 金

資　　　本　　　の　　　部

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

- 53 -
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0

0

７．剰　　余　　金

(1) 1,125,346

(2)

イ． 0

ロ. △ 17,979,907

△ 17,979,907 

△ 412,000 

△ 18,391,907 

△ 17,266,561

△ 17,266,561

305,447,529負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

繰越利益剰余金年度末残高

- 54 -

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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0

0

７．剰　　余　　金

(1) 1,125,346

(2)

イ． 0

ロ. △ 17,979,907

△ 17,979,907 

△ 412,000 

△ 18,391,907 

△ 17,266,561

△ 17,266,561

305,447,529負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

繰越利益剰余金年度末残高

- 54 -

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

������

���������

(1)

�� 1,387,346

�� 11,165,272

0 11,165,272

�� 277,514,350

0 277,514,350

�� 17,921,844

0 17,921,844

�� 0

0 0

�� 0

0 0

�� 0

307,988,812

(2)

��

�� 0

0

307,988,812

� � � � � �

� � � � �

� � � � � � � � �

� � � � � � � �

� � � � � �
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� � � � � � � �

建 物

� � � � � � �

構 築 物

� � � � � � �

� � � � � �

� � � � � � �

� � � � 具

� � � � � � �

工 具 器 具 備 品

� � � � � � �

建 � � � �

土 地

������������������������

����������

�������������

� � � � � �
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���������

(1) 8,078,000

(2)

�� 1,692,000

�� 0

�� 0

1,692,000

(3) 0 

(4)

�� 0

�� 0

0 

(5)

�� 0

0 

9,770,000

317,758,812

��������債

(1)

�������の��������の企業債 142,188,253

�� 0

142,188,253

142,188,253

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � � 債 � �

����債���の����

� � � � �

� � � � �

� � �

材 料

� � �

� � � � �

そ の 他 � � � �

� � �

そ の 他 � � � � � �

� � � � � �

� � � �

そ の 他 � � �

- 56 -

� � � �

� � �

� 業 � � �

� 業 � � � �
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� � � � � �

� � � �

そ の 他 � � �
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� � � �

� � �

� 業 � � �

� 業 � � � �

４．流　動　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 9,296,869

ロ． 0

9,296,869

(2)

イ． 1,522,000

ロ． 0

ハ． 0

1,522,000

(3) 0

(4)

イ． 0

0

10,818,869

５．繰　延　収　益

(1) 181,606,251

(2) 0 

181,606,251

334,613,373

６．資　　本　　金

(1)

イ． 0

ロ． 0

ハ． 0

未 払 い 消 費 税

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

営 業 未 払 金

資　　　本　　　の　　　部

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

- 57 -
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0

0

７．剰　　余　　金

(1) 1,125,346

(2)

イ． 0

ロ. △ 17,979,907

△ 17,979,907 

0 

△ 17,979,907 

△ 16,854,561

△ 16,854,561

317,758,812

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

繰越利益剰余金年度末残高

- 58 -

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 利 益
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�� �������

�����������������������������������

� �������������

���������

 ����������������������������

 ��������

� ��������������5�5��������

� �������������5��������

� �������������5�5�������

� ������������� ���5������

� ���������

� ����������������

�� ����������

� ����������������

������������������������������������������������������

�����������������������������
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�����������������������������

��

����������

   �����������������������������������������������������

 �������������������

��������

   �����������������������������������������������������

����������

��������

� �������������������������������������������

0

0

７．剰　　余　　金

(1) 1,125,346

(2)

イ． 0

ロ. △ 17,979,907

△ 17,979,907 

0 

△ 17,979,907 

△ 16,854,561

△ 16,854,561

317,758,812

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

繰越利益剰余金年度末残高
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自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 利 益
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Ⅲ． セグメント情報に関する注記

１ 　報告セグメントの概要

２  報告セグメントごとの営業収益等

（単位　千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計補助金

減価償却費

支払利息

特別利益

特別損失

有形固定資産および

無形固定資産の増加額

2,915 2,958

14,070 16,781

5,471 9,993 15,464

2,711

- 60 -

4,856 9,378 14,234

946 946

0 0 0

0

43

　（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

96,717

△ 7,829 △ 12,178 △ 20,007

△ 263 △ 1,095 △ 1,358

208,730 305,447

98,303 224,411 322,714

8,332 8,408 16,740

20,586 36,74716,161

　富根地区において水道水を供給する簡易水道事業及び仁鮒地区において水道水を供給する簡易水道事業の２つを報告セグメ
ントとしている。

区分
簡易水道事業
（富根地区）

簡易水道事業
（仁鮒地区）

合　　計

-    -60
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収　　　入

������� �　　　　　�

���������収� 30,361

��� � � 収 � 30,361

��� � � � � � 6,155 �������

��� � � � � � 24,206

支　　　出

������� �　　　　　�

����������� 6,155

��� � � � 5,122

��� � � 5,122 ���������入��������

��� � � � � 1,033

��支 払 利 息 1,033 ���入�利息

�

�����　������������������

収��収入��支出

款 � �

款 �

- 61 -
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収　　　入

������� �　　　　　�

��� � � 収 入 335,844

��企 業 債 327,000

��企 業 債 327,000

��� � � � � � 8,844

��� � � � � � 8,844 �������

支　　　出

������� �　　　　　�

��� � � 支 出 335,844

��� � � � � 335,844

��� � � 335,844 ��������������

���収入��支出

款 � �

- 62 -

款 � �
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収　　　入

������� �　　　　　�

��� � � 収 入 335,844

��企 業 債 327,000

��企 業 債 327,000

��� � � � � � 8,844

��� � � � � � 8,844 �������

支　　　出

������� �　　　　　�

��� � � 支 出 335,844

��� � � � � 335,844

��� � � 335,844 ��������������

���収入��支出

款 � �

- 62 -

款 � �

���　��

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 346,000
����� 0
���当�の����△���� 892,000
������入� 0
��利息�����当� 0
支払利息 1,033,000
������� 0
�収�の����△���� △ 24,206,000
���の����△���� 0
その他の�動��の����△���� 0
�払�の����△���� 105,000,000
その他の�動�債の����△���� 0
小計 83,065,000
利息���当�の��� 0
利息の支払� △ 1,033,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 82,032,000

�　��活動によるキャッシュ・フロー
������の��による支� △ 310,142,000
������の��による収入 0
���計��他の���計��の�入�による収入 8,844,000
��活動によるキャッシュ・フロー △ 301,298,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
������の財�に��る��の企業債による収入 0
������の財�に��る��の企業債の��による支� 0
その他の企業債による収入 327,000,000
その他の企業債の��による支� 0
他�計���の��による収入 0
財務活動によるキャッシュ・フロー 327,000,000

�　��������� 107,734,000
�　������ 0
�　������ 107,734,000

���年度　����業����業��キャッシュ・フロー計��

����年���������年��������

- 63 --    -63



（単位　千円）

本年度 0 人 1 人

前年度 － －

比 較 0 1

手当の

内 訳

- 64 -

給　与　費　明　細　書

１．総　　括　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費

（ 0）

合 　計 備 考
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手    当 計

職員数1人の内訳

　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   1人

（ 0） 職員数の内訳

0 4,051 3,397 7,448 1,817 9,265

－ － － － － －
　再任用職員　 　　 　 －
　上記以外の職員  　   －

（ 0） 職員数1人の内訳

－

7,448 1,817 9,265

時 間 外

勤 務 手 当
休日勤務手当

特別勤務手当

管 理 職 員

　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   1人

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当

0 4,051 3,397

比 較 550 0 187 333 0

0

－ －

0

0 0

本 年 度 550 0 187 333 0

前 年 度 － － － －

本 年 度 2,238 89

期末勤勉手当

－前 年 度 －

区　　分 寒冷地手当 計

3,397

－

比 較 2,238 89 3,397
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（単位　千円）

本年度 0 人 1 人

前年度 － －

比 較 0 1

手当の

内 訳
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法定福利費

（ 0）
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特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手    当 計

職員数1人の内訳

　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   1人

（ 0） 職員数の内訳

0 4,051 3,397 7,448 1,817 9,265

－ － － － － －
　再任用職員　 　　 　 －
　上記以外の職員  　   －

（ 0） 職員数1人の内訳

－

7,448 1,817 9,265

時 間 外

勤 務 手 当
休日勤務手当

特別勤務手当

管 理 職 員

　再任用職員　 　　 　 0人
　上記以外の職員  　   1人

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当

0 4,051 3,397

比 較 550 0 187 333 0

0

－ －

0

0 0

本 年 度 550 0 187 333 0

前 年 度 － － － －

本 年 度 2,238 89

期末勤勉手当

－前 年 度 －

区　　分 寒冷地手当 計

3,397

－

比 較 2,238 89 3,397

２．給料及び手当の増減額の明細 （単位　千円）

区　　分 備 考

給　　 　料 4,051 昇給に伴う増加分 0

そ の 他 の 増 減 分 4,051 異動等

手       当 3,397 そ の 他 の 増 減 分 3,397 扶養手当 550

通勤手当 187

管理職手当 333

期末勤勉手当 2,238

寒冷地手当 89

-65-

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

会
計
年
度
任
用
職
員
以
外
の
職
員
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��給料���当の��

（１）職員１人当たり給与 （�）�　　任　　給

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（�）級別職員数

人 ％ 人 ％

（級別の基準となる職務）

- 66 -

区 分
事　　務 技　　術

区　　　分 行　政　職
一般会計の制度

（行政職） （行政職） 行　政　職

円
平均給与月額 529,372���年�月１���

平均給料月額 404,672
高　校　卒 151,714

平 均 年 齢 53.0
円

���年�月１���

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢 －

－

－

－

円 151,714

大　学　卒

－

－

183,548 円 183,548
－

－

行　 　　　政 　　　　職

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数

－

区        分
行　 　　　政 　　　　職

区        分
構 成 比

���年�月１���

１　級

���年�月１���

１　級

�　級 �　級

�　級 �　級

�　級 �　級

�　級�　級

区 分 １ 級 � 級 � 級 � 級 � 級 � 級

計 1 100.0 計

�　級 �　級

�　級 1 100.0 �　級

� 級

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

－

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－

－ －

－ －
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円
平均給与月額 529,372���年�月１���
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高　校　卒 151,714

平 均 年 齢 53.0
円
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平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢 －

－

－

－

円 151,714

大　学　卒

－

－

183,548 円 183,548
－

－

行　 　　　政 　　　　職

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数

－

区        分
行　 　　　政 　　　　職

区        分
構 成 比

���年�月１���

１　級

���年�月１���

１　級

�　級 �　級

�　級 �　級

�　級 �　級

�　級�　級

区 分 １ 級 � 級 � 級 � 級 � 級 � 級

計 1 100.0 計

�　級 �　級

�　級 1 100.0 �　級

� 級

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

－

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－

－ －

－ －

（�）昇　給

職　員　数 職　員　数

昇給に係る職員数 昇給に係る職員数

１号給 １号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�号給 �号給

�　率（�）�（�） �　率（�）�（�）

（�）期�手当�勤�手当

（�）�の�の手当

区　　　　　　　　　　　分

通　勤　手　当

（人）

（人）

（人）

（人） （人）

（人） 1 （人）

（人）

同　じ

前 年 度 ��１���分

本 年 度 ��１���分

前
　
　
　
年
　
　
　
度

（�）

号給数別内訳

（人）

号給数別内訳

（％） 100.0 （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

－

－

行　政　職 区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

（�） （人） 1

（人）

（人） （人）

－

－

－

－

－

（�） （人）
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（人）

住　居　手　当 同　じ

－

－1 （�） （人）

��１���分 ������分 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置�　　�

備　　　考

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当 同　じ

��１���分 ������分

１�　�

有

一 般 会 計 の 制 度 ��１���分 ��１���分 ������分 有

-    -67



（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 49,716,000

ロ． 0

0 0

ハ． 0

0 0

ニ． 0

0 0

ホ． 0

0 0

ヘ． 0

0 0

ト． 260,426,000

310,142,000

(2)

イ． 0

ロ． 0

0

310,142,000

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

- 68 -

令和５年度　能代市工業用水道事業予定貸借対照表（当年度）

（令和６年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
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（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 49,716,000

ロ． 0

0 0

ハ． 0

0 0

ニ． 0

0 0

ホ． 0

0 0

ヘ． 0

0 0

ト． 260,426,000

310,142,000

(2)

イ． 0

ロ． 0

0

310,142,000

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
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令和５年度　能代市工業用水道事業予定貸借対照表（当年度）

（令和６年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２．流　動　資　産

(1) 107,734,000

(2)

イ． 0

ロ． 24,206,000

ハ． 0

24,206,000

(3) 0 

(4)

イ． 0

ロ． 0

0 

(5)

イ． 0

0 

131,940,000

442,082,000

３．固　定　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 327,000,000

ロ． 0

327,000,000

327,000,000

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 資 産 合 計

- 69 -

営 業 外 未 収 金

現 金 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

材 料

量 水 器

貯 蔵 品 合 計

未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金
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��������債

(1)

�������の��������の企業債 0

�� 0

0

(2)

�� 0

�� 0

�� 105,000,000

105,000,000

(3) 892,000

(4)

�� 0

0

105,892,000

���������

(1) 8,844,000

(2) 0 

8,844,000

441,736,000

���������

(1)

�� 0

�� 0

�� 0

そ の 他 � � �

� � � � �

� � � � �

� � �

そ の 他 � � � 債

� � �

そ の 他 � � � 債 � �

� � � 債 � �

�����������

� � � � � �

� 債 � �

��������の����

� � � � �

企 業 債

企 業 債 � �

� � �

� 業 � � �

� � � � � �

そ の 他 の 企 業 債

- 70 -

� � � � �

� � � � �

� � � � �
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��������債

(1)

�������の��������の企業債 0

�� 0

0

(2)

�� 0

�� 0

�� 105,000,000

105,000,000

(3) 892,000

(4)

�� 0

0

105,892,000

���������

(1) 8,844,000

(2) 0 

8,844,000

441,736,000

���������

(1)

�� 0

�� 0

�� 0

そ の 他 � � �

� � � � �

� � � � �

� � �

そ の 他 � � � 債

� � �

そ の 他 � � � 債 � �

� � � 債 � �

�����������

� � � � � �

� 債 � �

��������の����

� � � � �

企 業 債

企 業 債 � �

� � �

� 業 � � �

� � � � � �

そ の 他 の 企 業 債
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� � � � �

� � � � �

� � � � �

0

0

���������

(1)

�� 0

0 

346,000 

346,000 

346,000 

346,000

442,082,000

当年度���利益���

� � � � � � �

� � � � �

- 71 -

利 益 � � �

��利益���年度���

� � � �

� � � � � �

当 年 度 純 利 益

利 益 � � � � �

� � � � �
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（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 0

ロ． 0

0 0

ハ． 0

0 0

ニ． 0

0 0

ホ． 0

0 0

ヘ． 0

0 0

ト． 0

0

(2)

イ． 0

ロ． 0

0

0

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
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令和５年度　能代市工業用水道事業予定開始貸借対照表

（令和５年４月１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産
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（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 0

ロ． 0

0 0

ハ． 0

0 0

ニ． 0

0 0

ホ． 0

0 0

ヘ． 0

0 0

ト． 0

0

(2)

イ． 0

ロ． 0

0

0

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
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令和５年度　能代市工業用水道事業予定開始貸借対照表

（令和５年４月１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

���������

(1) 0

(2)

�� 0

�� 0

�� 0

0

(3) 0 

(4)

�� 0

�� 0

0 

(5)

�� 0

0 

0

0

��������債

(1)

�������の��������の企業債 0

�� 0

0

0

- 73 -

����債���の����

� � �

� � � � �

そ の 他 � � � �

� � �

そ の 他 � � � � � �

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � � 債 � �

� � � � � �

� � � �

そ の 他 � � �

� � � � �

� � � � �

� � �

材 料

� � � �

� � �

� 業 � � �

� 業 � � � �
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��������債

(1)

�������の��������の企業債 0

�� 0

0

(2)

�� 0

�� 0

�� 0

0

(3) 0

(4)

�� 0

0

0

���������

(1) 0

(2) 0 

0

0

���������

(1)

�� 0

�� 0

�� 0

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � � �

� 債 � �

��������の����

� � �

そ の 他 � � � 債 � �

� � � 債 � �

� � � � �

�����������

� � � � � �

そ の 他 � � �

� � � � �

� � �

そ の 他 � � � 債

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � �

� 業 � � �
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��������債

(1)

�������の��������の企業債 0

�� 0

0

(2)

�� 0

�� 0

�� 0

0

(3) 0

(4)

�� 0

0

0

���������

(1) 0

(2) 0 

0

0

���������

(1)

�� 0

�� 0

�� 0

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � � �

� 債 � �

��������の����

� � �

そ の 他 � � � 債 � �

� � � 債 � �

� � � � �

�����������

� � � � � �

そ の 他 � � �

� � � � �

� � �

そ の 他 � � � 債

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 � �

� � �

� 業 � � �
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0

0

���������

(1)

�� 0

�� 0 

0 

0

0

0

0

0

利 益 � � �

当年度���利益���
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��利益���年度���

当 年 度 純 利 益

利 益 � � � � �

� � � � �

� � � �

� � � � � �

当 年 度 � � � � � �

� � � � �

� � � � � � �
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�� ��な会計方�

� 　固定資産の����の方法

(1)有形固定資産

 　・����の方法　　　　　定�法による。定�法による。

 　・主な耐用年数

　 　�物　　　　　　　　　　15�50年�����年

　 　構築物　　　　　　　　　50年�����年

　 　��及び��　　　　　15�50年����年

　 　����備�　　　　　　 ��15年����年

� 　引当金の計上方法

� 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

注記

(1)退職給付引当金

   ����に��る�の職員の退職手当���の��は������い、退職�の��費用は��しない�の�している

 ため、退職給付引当金は計上していない。

- 76 -

(2)賞与引当金

   職員の期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支

 給���に��き、当年度の��に��る��計上している。
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